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【R3:先－12】 密集市街地の改善に向けたPPP導入可能性調査業務
（実施主体：山口県下関市）

下関市基礎情報（R4.1.1時点）
・人口:253,996人
・面積：716.1km2

事業／施設概要 目的・これまでの経緯

【事業分野：道路、住宅】 【対象施設：道路及び密集市街地】 【事業手法：DB方式】

調査のポイント

【日和山公園周辺地区のまちづくり活動経緯】
2018年度 ワークショップ等によるまちの魅力、課題

の抽出
2019年度 ワークショップ等による基本構想の策定
2020年度 地区内道路の概略設計

（道路配置計画等の検討）
2021年度 面的整備のモデルプランの検討

【事業概要】
既存道路の拡幅（６ｍ道路として整備）については、下関市が事業主体となり整備する一方、利便性
が向上した沿線宅地については、民有地のまま参画企業が整備（計画から住宅建替え・店舗等誘致
までトータルコーディネート）。

【調査の目的】
本市が本地区で実施する予定の道路整備に合わせて、
民間事業者が道路周辺の面的整備による空家の解消や
老朽建築物の建替え、店舗誘致等を同時に行い、スピー
ド感を持った新たなまちづくりを官民一体となって進める
ための課題の抽出と整備スキーム等の構築。
本地区への実装化と類似地区への事業展開に向けた課
題の抽出

密集市街地における道路の整備と民間活力による良好な居住環境の整
備を一体的に行う事業スキームの想定及び課題の抽出。
市、地区住民(地権者等)、民間事業者といった立場の異なる３者による
連携方法や役割分担等を検討し、必要となる支援策等の抽出。

従来の公共事業との比較や契約形態、事業スケジュール等について検討
し、密集市街地の課題解消に向けた整備モデルとなる最適な事業スキー
ムを構築。

【地区の課題】
公共施設の整備及び住環境の改善が課題
本地区は、道路が狭く工事車両の進入が
困難なことや、建築基準法上の接道条件を
満たさない敷地が多く、空家、空地が多く存
置されており、建築物の更新が進まないた
め、老朽建築物等が密集。
まちの再生、活性化を行う手法の検討が課題
密集市街地の課題を解決するため、道路整備を検討し
ているが、従来型の道路整備手法では、整備後の改善
が不確実であるため、整備に合わせて確実に建物の建
替や店舗の誘致が困難。
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アンケート調査結果から、道路拡幅や空
き家の解消といったニーズを踏まえ、対
象地のうち、比較的地域コンセンサスを
得やすいと考えられる丸山町三丁目及
び丸山町四丁目において、土地利用計
画を策定(右記)。
計画地では、幅員４ｍ未満の道路を６ｍ
道路に拡幅し、沿道を宅地利用する計
画。
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調査結果

事業化に向けた今後の展望
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事
業
完
了

(

他
地
区
へ
の
展
開)

地権者とは、事業の覚書等により、事業内容を相
互確認するものの、沿道宅地の整備は、民民事業
に委ねることから、道路整備を担う事業者が必ず沿
道宅地の整備に携われるという担保が希薄である
ため、公共事業である６m道路のみの整備に留まる
懸念がある。

沿道宅地整備は民間事業者に委ねられることから、
事業の進捗や確実性について、市によるモニタリン
グが困難である。

令和３年度検討したスキームを活用し、事業者提案
型での事業展開を実施する予定だが、事業化にあた
り以下の課題解決に向けた検討が必要。

設計、施工一括発注(DB方式)により、
沿道宅地の活用も考えた土地利用展開
が可能

発注時の経費削減や短期施工が期待

民民間の交渉を市がサポート。宅地内
に道路等を整備する際は、その整備に
係る費用を市が一部負担することによ
り民間事業者の参入がしやすい。

【調査フロー】

整備条件の整理

事業スキーム
素案の作成

ｻｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ調査

意見の整理
対策案の検討

事業性の確認

スキームの設定
今後の課題等
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【サウンディング調査】 ２回実施(延べ総数８社)

【事業評価】

【事業化にあたっての課題】

①付帯する事業への補助
宅地内に整備する公共施
設の整備に要する費用の
一部補助の検討

②地権者交渉サポートの充実
協定や権利者からの覚書
取得などといった地権者と
の交渉が円滑に運ぶため
の交渉サポート案の検討

③誘致する（建物）用途の明確化
・まちづくりビジョン
住宅市街地総合整備事業を活
用した住居系（共同住宅等）用
途の誘導の検討

④宅地の拡大・土地区画整理事
業の実施
面的整備の手法として「都市再
生区画整理事業」導入の検討
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土地利用方針の明
確化

参画者のインセン
ティブ確保と事業担
保

土地区画整理事業
などの面的開発の
可能性

導入機能の多様化

対応策①、②を採用
【事業スキームと役割分担】

○役割分担

対応策①、②を採用


